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報 道 各 位 

 

 

新潟市財務部財務課 

 

 

令和７ 年度当初予算編成方針について（ お知ら せ）  

 

 市長が定めた令和７ 年度当初予算編成方針を お知ら せいたし ま す。  

 

  

※新潟市ホームページにも 掲載予定です。  

 

 

 

 ＜お問い合わせ先＞ 

  新潟市財務部財務課 堀・ 島田 

    電 話  025-226-2185 

    Ｆ Ａ Ｘ   025-223-1557 
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令和７ 年度当初予算編成方針 
 

 

 令和７ 年度当初予算編成方針について、 以下のと おり 定めま す。  

 

新潟市長 中原 八一 

 

 元日の能登半島地震の発生から 、 ま も なく １ 年が経過し ま す。 被災さ れた方々においては

各種支援制度を 活用いただき 、 応急復旧から 本格復旧へと 向けた動き が進んでき ていま す。 

こ れま での間、 液状化被害から の復旧に対する 新たな支援制度を 創設し たほか、 被災者が

生活再建に取り 残さ れてし ま う こ と のないよ う 、 個別訪問によ る 見守り ・ 相談支援を 開始す

る など 、 補正予算等でき め細やかな対応を 行っ てき ま し た。  

一方、 地域経済においては、 長引く 物価高騰が、 市民の暮ら し や事業者の経営に大き な影

響を与えていま す。 ま た、 生産年齢人口の減少によ っ て、 あら ゆる 分野の人手不足が課題と

し て現れており 、 人口減少に対する 不安感が高ま っ ている と 感じ ていま す。  

そのよ う な中で、 我々のミ ッ ショ ンは、 人口減少時代においても 安心し て暮ら せる 新潟市

を 築き 、 それを将来世代へと 引き 継いでいく こ と です。  

新年度に向けては、 引き 続き 復旧・ 復興に尽力し 、 次の災害への備えを図り ながら も 、 さ

ら なる 未来を 見据えて、 本市が持続的に発展し ていく ための施策を 、 並行し て進めていかな

ければなり ま せん。  

新潟駅では新たなバス タ ーミ ナルが開業し 、 全面リ ニュ ーアルし た駅ビルは、 連日たく さ

んの人で賑わっ ていま す。 ま た、「 佐渡島の金山」 の世界遺産登録が実現し 、 本市への来訪

者は今後ま すま す増える こ と が期待さ れま す。  

こ う し た好機を最大限に活かし 、 都市機能の充実と 拠点性の向上に取り 組むこ と で、 国内

外から 選ばれる 、 活力あふれる ま ちづく り を 進め、 その効果を 市域全体に広く 波及さ せてい

き ま す。  

ま た、 誰も が将来にわたっ て心豊かに、 安心し て暮ら し 続けら れる よ う 、 支援を必要と す

る 人に対し て社会全体で支えあい、子ど も と 子育てにやさ し いま ちづく り を進める と と も に、

住民福祉サービス の強化など 分野横断的な取り 組みを 進めま す。  

総合計画に定めた１ ０ の重点戦略を 、市民の皆さ ま をはじ めと する 多様な主体と のパート

ナーシッ プのも と で着実に推進し 、 目指す都市像「 田園の恵みを感じ ながら  心豊かに暮ら

せる  日本海拠点都市」 の実現を目指し ま す。  

こ のよ う な思いのも と 、 明る く 活力ある 未来を 実現する ための予算編成を 行いま す。  
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１  予算編成の基本方針 

 （ １ ） 安心安全で災害に強いま ちづく り  

ア 能登半島地震から の本格的な復旧・ 復興に向けて、液状化被災宅地等への支援や、

被災者に寄り 添った相談支援の取り 組みを 継続し ま す。  

イ  市民や地域と 連携し 、 防災意識の向上や避難所運営体制の強化に取り 組むほか、

デジタ ル技術を 活用し た災害情報の発信・ 共有の仕組みづく り を 進めま す。  

 

 （ ２ ） 活力あふれる ま ちづく り  

ア 都心エリ ア「 にいがた２ ｋ ｍ」 の強みを 活かし 、 充実し た補助制度によ っ て戦略

的な企業誘致を 推進し ま す。 にいがた２ ｋ ｍを本市の経済・ 産業の成長エンジンと

し ていく 取り 組みを 複合的に進め、 経済活力の向上や雇用の創出、 移住・ 定住の促

進を 図り ま す。  

イ  緑あふれ人・ モノ ・ 情報が行き 交う 活力ある エリ アづく り を、 公民連携で推進し

ま す。 新潟駅の新万代広場や周辺道路のほか、 新潟中央環状道路等の整備を 着実に

進める と と も に、 都心部の緑化や人中心の空間づく り に取り 組みま す。  

ウ  観光需要増加の好機を迎えている なか、新潟なら ではの魅力である「 食と 農」 や、

みなと ま ち文化を活用し た誘客に取り 組むほか、 イ ンバウ ンド の増加に向けた受入

体制を強化し 、 交流人口の拡大につなげま す。  

エ 全国ト ッ プク ラ ス の農業力を 活かし 、若者に選ばれ、農業・ 農村が元気になる「 儲

かる 農業」 の実現に向けて引き 続き 取り 組みま す。 優良農地の集積・ 集約化や設備

投資への支援、 農産物の販路拡大を進め、 持続可能な農業の実現を 図り ま す。  

 

 （ ３ ） 子ど も と 子育てにやさ し いま ちづく り  

ア 希望する 人が安心し て子ど も を 産み育てら れる よ う 、 関係機関や民間事業者と の

連携のも と 、妊娠・ 出産から 子育て全般にわたって切れ目のない支援を行う こ と で、

子育てにやさ し いま ちづく り を 推進し ま す。  

イ  次世代を担う 子ど も たちが健やかに育ち、 し なやかに世界と 未来を創る 人材と し

て成長でき る よ う 、安心し て学べる 環境整備や学習支援体制の強化に取り 組みま す。 

 

 （ ４ ） 人口減少社会への適応 

ア 人手不足の克服に向けて取り 組む民間事業者を 支援する ほか、 増加傾向にある 外

国人と の多文化共生の推進に向けて取り 組みま す。  

イ  バス など の生活交通で移動し やすいま ちづく り を推進する ほか、 デジタ ル技術の
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活用によ る 救急・ 急患診療体制の充実を図り ま す。  

ウ  目ま ぐ る し く 変化する 社会情勢や技術の進展に対応し 、 必要な投資を 行う ため、

歳入・ 歳出の両面において不断の見直し を 行い、 限ら れた財源や人的資源を 最大限

に有効活用し ま す。  

 

 （ ５ ） 地域資源の活用 

ア 地域人材のネッ ト ワ ーク づく り を支援し 、 コ ミ ュ ニティ の強化を 図る と と も に、

地域の要望に応えながら 、 ８ 区の魅力や特色を活かし た取り 組みを 進めま す。  

イ  国内で初めて認証を 受けたラ ムサール条約湿地自治体と し て、 湿地の保全やワ イ

ズユース に取り 組み、 本市の豊かな湿地環境の価値や魅力を 高めていき ま す。  

 

 

２  令和７ 年度の財政見通し  

 国の月例経済報告（ １ １ 月２ ６ 日発表） によ れば、 「 先行き については、 雇用・ 所得

環境が改善する 下で、各種政策の効果も あっ て、緩やかな回復が続く こ と が期待さ れる 。

ただし 、 欧米における 高い金利水準の継続や中国における 不動産市場の停滞の継続に伴

う 影響など 、海外景気の下振れが我が国の景気を下押し する リ ス ク と なっ ている 。ま た、

物価上昇、 アメ リ カの今後の政策動向、 中東地域を めぐ る 情勢、 金融資本市場の変動等

の影響に十分注意する 必要がある 。 」 と さ れていま す。  

こ のよ う な状況の中、 国は「 経済財政運営と 改革の基本方針２ ０ ２ ４ 」 （ 令和６ 年６

月２ １ 日 閣議決定） において、 中長期的に持続可能な経済社会の実現を 目指すと し て

おり 、 令和７ 年度予算については、 「 持続可能な成長の実現に向けた経済構造の強化を

進め、 日本経済を新たなス テージへと 移行さ せていく 」 と し ていま す。  

本市の令和７ 年度の財政見通し について、 歳入では、 個人所得の増加に伴う 市税収

入の増など によ り 、 歳入全体でみた一般財源総額は一定程度の増加が見込ま れま す。  

一方で歳出では、 物価高騰や賃金上昇によ る 物件費や職員給与費の増加、 介護保険

など の社会保障関係経費の増加に加えて、 拠点性の向上に向けた建設事業費の増加

や、 金利上昇によ る 公債費の増加等も 想定さ れま す。  

ま た、 能登半島地震から の復旧・ 復興にあたっ ては、 基金を取り 崩し て速やかに対

応し てき ま し たが、 今後は減少し た基金残高の回復に向けて、 引き 続き 堅実に収支を

見通し ながら 、 持続可能な財政運営に取り 組んでいく こ と が必要です。  

新たな取り 組みを 含ま ない財源推計において、 現時点では歳入歳出の差引によ る 総

計で１ ６ 億円の収支不足が生じ る も のと 見込んでいま すが、 重点的に取り 組む新規・
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拡充事業や魅力あふれる 区づく り を進める ため、 経営資源の効果的・ 効率的な配分を

進める と と も に、 財源の確保を 検討し ていき ま す。  

 

※令和７ 年度の財源推計は別添のと おり  

 

 

３  その他 

国においては先般、「 国民の安心・ 安全と 持続的な成長に向けた総合経済対策」 が閣議

決定さ れたと こ ろですが、 今後の国・ 県の予算や地方財政計画の動向によ っては、 本市

の予算編成に大き な影響が及び、 事業内容を 大幅に見直さ ざる を 得ない場合も ある こ と

から 、 状況把握に努め、 機動的に対応し ていき ま す。  



原則として、新たな取り組みを含まない前提で、予算編成作業が一定程度進んだ現段階の歳入・歳出の状況を推計したもの。
（単位　億円）

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度

当初推計 当初予算額 当初推計 当初予算額
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ

2,662 2,604 58 2,678 2,604 74

令和７年度 財源推計（一般財源ベース）

歳　　入 歳　　出

歳入項目 増　　　減 歳出項目 増　　　減備　　考 備　　考

人 件 費 818 820 △ 2 ・定年引上げ影響　△39
・令和６年度給与改定影響　＋38

・令和６年度当初予算比　＋4.3％　1 市 税 1,379 1,322 57 1

公 債 費 495 482 13 ・元金　＋9
・利子　＋5

法 人 税 割 62 62

所 得 割 560 506 54 ・定額減税影響　＋44　 2

△ 1 ・児童手当　△1そ の 他 256 256

固定資産税 501 498 3 ・家屋の新増築影響　＋4

4

3
物 件 費
維 持 補 修 費
補 助 費

843 796 47

・情報機器等更新　＋11
・地震からの復旧復興関連　＋8
・全員給食移行　＋5
・旧市役所分館解体　＋2

2
地方譲与税
交 付 金

337 313 24 ・地方消費税交付金　＋25

扶 助 費 286 287

862 20 ・基準財政需要額影響　＋54
・基準財政収入額影響　△38

5
出 資 貸 付 金
積 立 金

4 4 ・退職手当積立（定年延長影響）　＋4

合　　　計 合　　　計

7 建 設 事 業 費 66 53 13
・スマートビル建設促進補助金　＋4
・新田清掃センター設備更新　＋3
・新潟駅南口西地区再開発補助金　＋3

4 そ の 他 64 107 △ 43 ・定額減税影響　△44　

6 繰 出 金 166 166

3 地方交付税
（臨時財政対策債含む）

882

要調整額 △ 16億円
＜上記推計に含まない検討事項＞

・重点的に取り組む新規・拡充事業


